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第１号議案 

 

２０１８年度 事業報告 

 
１．はじめに 
   河合町人権教育推進協議会は、１９７９年の結成以来、本協議会規約第２条「基

本的人権と民主主義の確立をめざし、部落問題を中心としたあらゆる人権問題を

解決に導き、真の人権文化を創造することを目的とする。」を理念に、「人権尊重

のまちづくり」を目指した取組を進めてまいりました。 

  しかし、依然として社会には許しがたい人権問題が山積しています。根強い部

落差別意識から起こる、戸籍・住民票等個人情報の不正取得やインターネット上

での人権侵害が、最近特に増加しています。 

  近年大きな問題となっている、民族差別を扇動し外国人を排斥しようとするヘ

イトスピーチ（差別言動）や、ＬＧＢＴＱ（性的少数者・性的マイノリティ）の

人々に対して、明らかに悪意を持って差別を扇動していると言っても過言ではな

い事件も報告されています。 

また、虐待やＤＶ（ドメスティックバイオレンス）は、一見まわりからは認知

されにくく、周囲に気づかれずに子どもや女性・高齢者の尊い命が奪われてしま

う事件が後を絶たないことは、非常に悲しい現実です。 

子ども同士のコミュニティにおいては、従来の“いじめ”以外にもインターネ

ット上で他者を貶めたり傷つける事象が相次いでいます。さらに、“スマホ依存”

“ネット依存”に陥り学業が疎かになったり、日常生活に支障をきたす問題が深

刻化しています。 

このようなさまざまな人権問題の解決に向けて、奈良県人権教育推進協議会や

北葛城郡人権教育推進連絡協議会等と連携を図り、事業に取り組みました。 

以下２０１８年度の事業について報告します。 
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２．２０１８年度の主な取組 

 ○主催事業 

 河合町現地人権学習会 

・日時 ２０１８年１０月１５日（月）、１０月１７日（水） 

・場所 大和高田市、香芝市 人権ゆかりの地（フィールドワーク） 

 

河合町人権教育推進協議会では、これまで部落問題をはじめとするすべての人

権問題の解決を図る目的で「地区別人権学習会」を開催してきました。そして、

その本旨を踏まえて２００７年度より人権にゆかりのある地を訪れ、自分の目で

見て肌で感じる学習を推進するため「現地人権学習会」を実施しています。これ

までに、橿原市、奈良市、大和郡山市、五條市、生駒市に赴き学習を積み重ねて

きました。 

２０１８年度は大和高田市と香芝市において実施し、現地の歴史・文化ととも

にどのような人権問題があったのかを学びました。 

主な巡見地 有井城跡（正行寺と有井環濠集落）、領家山古墳、北角城跡 

       築山城山古墳、東本願寺大谷別院、五位堂鋳物師集落 

 

 ○共催事業 

 河合町差別をなくす町民集会 

 ・日時 ２０１８年７月１４日（土）１０時～ 

 ・場所 河合町文化会館 まほろばホール 

 ・内容 講演【子どもの貧困問題～「まずは、ごはん！」をどう支えるか？～】 

        ＮＰＯ法人 ＣＰＡＯ（シーパオ）代表 徳丸 ゆき子 さん 

 

 現在、日本における１７歳以下の子どもの貧困率は１３．９％で、７人に１

人が貧困状態にあるとのことです。また、１人親世帯（主に母子世帯）では貧

困率が５０．８％にも上るそうです。 

 徳丸さんは活動を進めるうえで、まず短期的な対応手段として「実態を調べ

ること」「当事者を見つけ、直接話を聞くこと」「面談等の方法で行政・民間団

体とつなげること」「直接支援し、一緒に問題を乗り越えること」を大切にして

いると話されました。それらを踏まえ、ＣＰＡＯでは中期的な視点に立ち、ご

はん会（子ども食堂）や遠足・お泊まり会等を通じて、貧困家庭が地域のなか

で孤立化しない取組を進められているとのことでした。また、母子家庭世帯を

対象に実施した“しんどい状況調査”も紹介されました。 

 講演後のアンケートでは、「１日１食（給食のみ）という子どもがいると知っ

てショックを受けた」、「教育の機会均等が今後の大きな課題」等の声があり、

如何に深刻な問題かを見つめ直す機会となりました。 
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２０１８年度 主な事業 

１．主催事業 

年 月 日 事  業  名 会   場 参加人数 

6 月 21 日 理事会 河合町 中央公民館 ２３ 

   6 月 27 日 総会 河合町 中央公民館 ４８ 

   6 月 27 日 人権研修会（ＤＶＤ視聴） 河合町 中央公民館 ４８ 

   10 月 15 日 

   10 月 17 日 
現地人権学習会 

大和高田市、香芝市 

 五位堂鋳物師遺跡 他 
４０ 

２．各種研修会・研究会への参加 及び 共催事業 

  4 月 11 日 
第 30 回「人権を確かめあう日」 

県内一斉集会 
王寺町 
 やわらぎ会館 

４０ 

  5 月 17 日 奈人推協 総会 
斑鳩町 
 いかるがホール 

５ 

  5 月 23 日 郡人推連協 総会 河合町 中央公民館 １４ 

  7 月 14 日 差別をなくす町民集会 河合町 まほろばホール ２３４ 

  7 月 20 日 
郡人推連協 
第 1回講師団講師研修会 

三重県伊賀市 
 いがまち人権センター 他 

４ 

  7 月 27 日 
28 日 

全人教 
 教育課題別研究会 

岡山県倉敷市 
 倉敷公民館 他 

３ 

  8 月 6 日 
奈人推協 
 平和・解放教育講演会 

大和郡山市 
 やまと郡山城ホール 

８ 

  8 月 28 日 
奈人推協 
 夏期研修会 

奈良県 
        社会教育センター研修施設 

２ 

  9 月 20 日 
奈人推協 
 部落問題講座 

奈良県 
 社会福祉総合センター 

３ 

  10 月 13 日 
奈人推協 
 研究大会 

三郷町 
 スポーツセンター 他 

７ 

11 月 15 日 
奈人推協 
 ブロック別（西部）研修会 

平群町 
 中央公民館 

６ 

11 月 16 日 
17 日 
18 日     

全国人権・同和教育研究大会 
滋賀県大津市 
ウカルちゃんアリーナ 他 

３ 

12 月 10 日 
奈人推協 
 人権問題講演会 

葛城市 
 マルベリーホール 

２ 

 2019 年 
1 月 25 日 

郡人推連協 
「人権と部落問題」郡民 研究集会 

河合町 豆山の郷 ４３ 

    2 月 15 日 
郡人推連協 
第 2回講師団講師研修会 

河合町 中央公民館 ５ 

 
・奈 人 推 協 理事会 4回・事務局長会議 6回 
・郡人推連協 理事会 2回・会長合同会議 7回・事務局長会議 4回 
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第２号議案 

２０１８年度 会計決算 

 

（収入の部）                        （単位：円） 

項 目 予 算 額 決 算 額 増 減 額 備 考 

町 補 助 金 450,000 450,000 0 
 

雑 収 入 0 0 0  

計 450,000 
450,000 

（A） 
0 

 

 

 

（支出の部）                        （単位：円） 

項 目 予 算 額 決 算 額 増 減 額 備 考 

事 務 局 費 10,000 10,000 0 切手等 

会 議 費 2,000 1,660 340 会場使用料 

図 書 費 27,000 25,696 1,304 研究図書費 

事 業 費 212,000 153,200 58,800 
各種 

研修会費等 

行 動 費 8,000 2,900 5,100 出張旅費 

負 担 金 191,000 191,000 0 
県・郡 

負担金 

計 450,000 
384,456 

（B） 
65,544  

 

（収入額）    （支出額）   （執行残額） 

（A）450,000 円 －（B）384,456 円 ＝ 65,544 円 

※ 執行残額については町に返金 
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第３号議案 

 

２０１９年度 活動方針及び事業計画（案） 

はじめに 
   河合町人権教育推進協議会は、すべての町民が人権問題について正しい理解と認

識を持ち、部落問題をはじめとするあらゆる差別をなくし、だれもが安心して暮ら

すことのできる社会の実現をめざしています。そして、奈人推協や北葛城郡人推連

協、その他多くの機関・団体と連携しながら、人権教育の推進を図ってまいりまし

た。 

  本年は、１９６９年に「同和対策事業特別措置法」が制定されて５０年の節目に

あたります。この法律は、部落問題の解決は「国の責務」であり、「国民的課題」

であることを明確にした同和対策審議会答申（同対審答申）に基づいて制定された

ものです。２００２年までの３３年間、新たな法へと引き継がれながら大きな成果

を上げました。 

  しかし、差別事象は後を絶ちません。さらに、かつては予想もしていなかったイ

ンターネット上の差別的な内容とそれに同調する書き込み、「差別主義者」と堂々

と名乗り、差別言動を繰り返すヘイトスピーチなどの事件が増えています。人々の

不満を被差別者や少数者にことさら向けられ、そのはけ口として差別を扇動してや

まない風潮が意識的につくられているのです。非常に危機的な状況です。 

 そのような中にあって、２０１６年に「部落差別解消推進法」「障害者差別解消

法」「ヘイトスピーチ解消法」の『人権３法』が施行されたことは、私たちに勇気

を与えました。そして、２０１７年施行の「奈良県障害のある人もない人もともに

暮らしやすい社会づくり条例」や「手話言語条例」、さらに、本年３月２２日施行

の「奈良県部落差別の解消の推進に関する条例」へとつながり、また、２０２０年

の春には「労働施策総合推進法」（パワハラ防止法）が施行される見込みです。こ

れらの法律・条例は理念法ではありますが、総合的な「人権侵害救済法」への道筋

をつけるもので、人権尊重社会の実現をめざす私たち一人ひとりの活動を後押しす

るものであると考えられます。                                                                                                       

しかし、社会情勢やまわりの状況に目をやると、いじめ、体罰や虐待、外国人差

別、東日本大震災での原発事故に起因する偏見、いつどこで起こるか予測のできな

い無差別殺人など、解決しなければならない問題が依然として数多く存在していま

す。そして、景気停滞が招いた社会不安、経済的格差の増大、他者を思いやる気持

ちの希薄化が、人権の諸課題により一層拍車をかけています。 

このような状況下だからこそ、あらためて誰もがかけがえのない存在であり、人

は互いに支え合ってしか生きてはいけないということを今一度認識し、真に差別の

ない社会の実現にむけた行動が必要とされています。 

以下、国及び地方自治体の施策や、奈人推協及び北葛城郡人推連協の提示する活

動方針を踏まえ、２０１９年度の活動方針を提案します。 

 

 

 

 

 

-６- 



 

基本課題 
 

差別の現実に深く学び、部落問題をはじめ、あらゆる人権問題の解決を 

めざして、くらしをみつめ、豊かな未来を切り拓く取組を進めよう。 

 
 
１．あらゆる人権をめぐる現状と課題を正しく認識し、取組を進めよう 
 解決を図るべき差別事象は、依然として後を絶ちません。部落差別、障害者差別、

子どもや女性・高齢者問題、外国人差別、また社会的・経済的弱者への差別がより

一層厳しさを増しており、国民的課題となっています。 
そして、さまざまな人権問題の中でも、子どもをとりまく状況に目をやると、連

日のように報道されている通り、幼い命が奪われる事件や事故が後を絶ちません。

５月には、神奈川県でスクールバスが来るのを待っていた児童の列に包丁を持った

男が近づき、次々と切りつける事件が発生し、保護者１名と児童１名のかけがえの

ない命が奪われました。いつも通りの日常を過ごしている中で、突然これからの人

生を奪われた被害者と、その家族やまわりの人たちの気持ちは想像に耐え難く、無

念でなりません。いつ、どこで起こるか分からない“無差別テロ”事件に対して、

一体私たちに何が出来るのかを考えていかなければなりません。加害者が犯行に及

んだ要因の１つとして、社会からの孤立感や人生に対する絶望感があったのではな

いかと指摘されています。だとすれば、私たち一人ひとりの果たすべき役割は大変

重要です。誰もが当たり前につながりあい、寄り添いあえる関係をつくり出さなけ

ればなりません。人は１人では生きていけません。うらを返せば、孤立は絶望を生

み、時には命を脅かします。その意味で、私たちの課題も明確ではないでしょうか。 
  児童虐待と同様、ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）も深刻です。これらは、

「男らしさ」「女らしさ」という固定観念や、子どもは親の所有物であるという考

え方に起因しているのではないでしょうか。お互いを１人の人間として尊重しあう

関係が求められています。 
また、少子高齢化が進むなかで、介護を必要とする方や認知症を患った方に対す

るいじめ、暴力、電話やインターネットを使った特殊詐欺による財産奪取などの人

権問題も深刻です。地域の結びつきが薄れ無縁社会化が進んだことや、老老介護の

増加も相まって、孤独死・自殺・心中といった深刻な社会問題も生じています。今

日の社会や地域づくりに貢献されてきた方々の、人間としての尊厳を守り、すべて

の人が豊かな人生を全うできるよう、身近な問題として考えなければなりません。 
  障害者やその家族・支援者がおかれている状況も深刻です。先日、「旧優性保護

法」に基づき、過去に不妊治療を強制された知的障害のある女性とその支援者が、

国を相手に損害賠償を求めた訴訟の判決がありました。判決では「個人の尊厳を踏

みにじるもの」と、憲法第１３条幸福追求権に違反していると初めて認めたものの、

不法行為から２０年以上が経過し、損害賠償を請求する権利が消滅しているとして

賠償支払いは認められませんでした。女性と障害者への最たる差別ではないでしょ

うか。 
  ＬＧＢＴＱ（性的少数者・性的マイノリティ）をとりまく状況についても、理解

を深めなければなりません。２０１５年の電通総研による調査では、ＬＧＢＴＱの
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方の割合は人口の７．６％を占めると報告されています。これは、日本人の血液型

に占めるＡＢ型の比率８％とほぼ同率で、１３人に１人程度、４０人学級では平均

すると３人いることになります。これまで、“不利な生きづらさ”を強いられるこ

とが想定されるため、本人がまわりに言えず、人権問題として顕在化してこなかっ

たと考えられます。このような“生きづらさ”を強いる、さまざまな要因と社会の

意識の改革が求められています。 
  近年、報道等でも大きく取り沙汰されている、セクシャルハラスメント（職場等

において性的な意図を持って相手に接し、就業環境を害すること など）・パワーハ

ラスメント（職場等での暴力や、私的なことに過度に立ち入ること など）・モラル

ハラスメント（言葉や態度によって相手を傷つける、精神的な嫌がらせ）・カスタ

マーハラスメント（企業や従業員個人等に対する悪質なクレーマー）といった、誰

の身にも起こりうる人権問題も深刻化しています。 

  外国人に関する人権問題では、「外国人技能実習制度」を悪用し、劣悪な環境で

の労働や、企業による不当な中間搾取が横行しています。来日前に思い描いていた

日本に対するイメージを著しく悪化させ、外国人の期待を裏切るこの問題は、日本

人として恥ずべきことであり、官民一体となった早急な対応が欠かせません。 
 以上のようなあらゆる人権問題の背景には、社会全体に蔓延している同調圧力や

経済格差・世代間格差からくる孤立化や無縁化、利己的な考えからくる他者への不

寛容と排他的な雰囲気が、深く関わっているのではないでしょうか。いつ誰が、ど

の場面で加害者や被害者の立場になるか分からない時代です。だからこそ、私たち

は自分の果たすべき役割を自覚し、勇気を持って具体的な行動に移すことが求めら

れています。人間関係が希薄になりがちな現状を憂い、「人と人」「人と地域」がつ

ながり支え合う「人権尊重を基盤とした地域づくり」を、共に進めていきましょう。 
 
２．人と人とが豊かにつながる地域づくりをめざして取り組もう 

「世界人権宣言」の精神による１９９４年の「人権教育のための国連１０年」の

決議以降、人権という普遍的文化を地域や社会に確立しようとする取組はより一層

推進されてきました。改めて、この２０年間で国内において制定・策定された法律

や条例には、主に以下のようなものがあります。 
１９９９年「男女共同参画社会基本法」 
２０００年「児童の虐待の防止等に関する法律」 

「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」 
「ストーカー行為等の規制等に関する法律」 

２００１年「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」 
２００５年「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」 
２０１４年「子どもの貧困対策の推進に関する法律」 

「子どもの貧困対策に関する大綱」 
２０１６年「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」 

（障害者差別解消法） 
「奈良県障害のある人もない人もともに暮らしやすい 

社会づくり条例」 
「奈良県犯罪被害者等支援条例」 
「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた 

               取組の推進に関する法律」（ヘイトスピーチ解消法） 
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「部落差別の解消の推進に関する法律」（部落差別解消推進法） 
２０１７年「奈良県手話言語条例」 

     「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の 
                  確保に関する法律」（教育機会確保法） 

２０１９年「奈良県部落差別の解消の推進に関する条例」 

これらの法律・条例が示すとおり、２１世紀はこれまで培われてきた人権の取組

を、さらに次の段階へと発展させる時代であると言えるでしょう。 
また、今年は国連総会において「児童の権利に関する条約」が採択されて３０年

の節目の年です。国内でも、２０１４年には親から子への貧困の連鎖が起きないよ

う、総合的に対策を進めることを目的として「子どもの貧困対策推進法」が施行さ

れ、さらに２０１７年には、すべての子どもの教育を保障するために「義務教育の

段階における普通教育に相当する教育の機会の確保に関する法律（教育機会確保

法）」も施行されています。私たちには、人権に関するあらゆる課題を断ち切り、

未来の世代へ人権が確立された社会を引き渡す責任があります。 
そのためにも、一人ひとりの人権が尊重され、自分らしく生きていける、そして、

人と人とのつながりが大切にされる社会づくりが何より求められています。だから

こそ、あらゆる場面で人権尊重の立場に立ち、さまざまな問題に気付ける感性を磨

いていくことが大切です。関係機関の研修会等に積極的に参加し、学び得たことを

広めていくことや、情報交換の機会を持つことで、人権意識がさらに日常生活に根

づいていくのではないでしょうか。また、身のまわりに起こっている人権の諸問題

を地域に発信し、問題意識を喚起することも大切です。 
差別をなくす取組は、人と人との関係性をより豊かなものにします。人権教育推

進の輪が広がり、だれもが安心できる地域社会となるよう、普段の生活のなかで取

り組んでいきましょう。 
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２０１９年度 主な事業（案） 
 

１．主催事業 

年 月 日 事  業  名 会   場 

6 月 18 日 理事会 河合町 中央公民館 

6 月 26 日 総会 河合町 中央公民館 

6 月 26 日 人権研修会（ＤＶＤ視聴） 河合町 中央公民館 

   10 月 29 日 

   10 月 30 日 
現地人権学習会 

奈良市 

同和問題関係史料センター 他 

 

２．各種研修会・研究会への参加 及び 共催事業 

  5 月 16 日 奈人推協 総会 
橿原市 

 かしはら万葉ホール 

  5 月 21 日 郡人推連協 総会 
王寺町 

 やわらぎ会館 

  7 月 13 日 差別をなくす町民集会 河合町 まほろばホール 

  7 月 20 日 
全人教 

 教育課題別研究会 
大分県中津市 

7 月 25 日 
郡人推連協 

第 1回講師団講師研修会 

京都市 

 国際交流会館 他 

  8 月 6 日 
奈人推協 

 平和・解放教育講演会 

橿原市 

 かしはら万葉ホール 

  8 月 28 日 
奈人推協 

 夏期研修会 

奈良県 

社会教育センター研修施設 

    9 月 21 日 
奈人推協 

 研究大会 

橿原市 

 かしはら万葉ホール 他 

  10 月 24 日 
奈人推協 

 部落問題講座 

宇陀市 

 かぎろひホール 

11 月 13 日 
奈人推協 

 ブロック別（西部）研修会 

広陵町 

 かぐや姫ホール 

11 月 30 日 

12 月    1 日    
全国人権・同和教育研究大会 

三重県津市 

 産業・スポーツセンター 他 

12 月 10日 
奈人推協 

 人権問題講演会 

葛城市 

 マルベリーホール 

 2020 年 

1 月 24 日 

郡人推連協 

「人権と部落問題」郡民研究集会 

王寺町 

 やわらぎ会館 

    2 月 14 日 
郡人推連協 

第 2回講師団講師研修会 
王寺町 
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第４号議案 

２０１９年度 会計予算（案） 

（収入の部）                        （単位：円） 

項    目 ２０１９年度予算額 ２０１８年度予算額 備    考 

町 補 助 金 450,000 450,000  

雑 収 入 0 0  

計 450,000 450,000  

 

（支出の部）                        （単位：円） 

項    目 ２０１９年度予算額 ２０１８年度予算額 備    考 

事 務 局 費 11,000 10,000 切手等 

会 議 費 2,000 2,000 会場使用料 

図 書 費 27,000 27,000 研究図書費 

事 業 費 212,000 212,000 
各種 

研修会費等 

行 動 費 8,000 8,000 出張旅費 

負 担 金 190,000 191,000 
県・郡 

負担金 

計 450,000 450,000  
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加盟機関・団体 一覧表 

機関・団体名（７１機関・団体）           （敬称略）（順不同） 

河 合 町 消 防 団 第 二 中 学 校 

河 合 町 議 会 選 挙 管 理 委 員 会 第 二 中 学 校 P T A 

池 部 大 字 行 政 相 談 員 幼 稚 園 

穴 闇 大 字 民 生 児 童 委 員 協 議 会 幼 稚 園 P T A 

長 楽 大 字 保 護 司 文 化 協 会 

城 古 大 字 更 生 保 護 女 性 会 婦 人 会 

市 場 大 字 母 子 寡 婦 福 祉 会 子 ど も 会 連 合 会 

西 穴 闇 大 字 老 人 ク ラ ブ 連 合 会 人 権 教 育 研 究 会 

城 内 大 字 身 体 障 害 者 協 会 人 権 擁 護 委 員 

大 輪 田 大 字 手 を つ な ぐ 育 成 会 人権・同和問題啓発活動推進本部 

薬 井 大 字 遺 族 会 NPO なら人権情報センター河合支局 

山 坊 大 字 商 工 会 体 育 協 会 

佐 味 田 自 治 会 教 育 委 員 会 医 師 会 

泉 台 自 治 会 社 会 教 育 委 員 歯 科 医 師 会 

星 和 台 自 治 会 P T A 連 合 会 農 業 委 員 会 

星 和 台 公 団 自 治 会 第 一 小 学 校 緑 化 推 進 委 員 会 

広 瀬 台 自 治 会 第 一 小 学 校 P T A 食 品 衛 生 協 会 

中 山 台 自 治 会 第 二 小 学 校 食 生 活 推 進 研 究 会 

高 塚 台 自 治 会 第 二 小 学 校 P T A 青 少 年 健 全 育 成 連 絡 会 

高 塚 台 ２ 丁 目 自 治 会 第 三 小 学 校 郷 土 を 学 ぶ 会 

久 美 ケ 丘 自 治 会 第 三 小 学 校 P T A 観光ボランティアガイドの会 

緑 ケ 丘 自 治 会 第 一 中 学 校 ボランティア連絡協議会 

彩 り の 杜 自 治 会 第 一 中 学 校 P T A 要保護児童対策地域協議会 

交 通 安 全 対 策 協 議 会 地 域 安 全 推 進 委 員 会  
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河合町人権教育推進協議会 規約 
 
（名称） 
第１条 本会は、河合町人権教育推進協議会と称する。 
（目的） 
第２条 本会は、基本的人権と民主主義の確立をめざし、部落問題を中心とし

たあらゆる人権問題を解決に導き、真の人権文化を創造することを目的とす

る。 
（事業） 
第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 
（１）人権教育に関する研修会、講演会、講習会の開催。 
（２）人権教育の各種学習資料の収集と作成。 
（３）人権教育の各種調査研究。 
（４）関係諸団体との連絡提携。 
（５）その他必要と認める事項。 

（組織） 
第４条 本会は、河合町内にあって本会の趣旨に賛同する機関及び、団体をも

って組織する。 
（機関） 
第５条 本会に次の機関を置く。 
（１）総会 
（２）理事会 
（総会） 
第６条 総会は、加盟団体から選出された代表者で年１回開き次のことを行う。 
（１）会務の報告と承認。 
（２）活動計画の審議決定。 
（３）決算の承認および、予算、事業計画の審議決定。 
（４）役員の承認。 
（５）規約の決定及び変更。 
（６）その他必要事項。 

（理事会） 
第７条 理事会は別表の加盟団体から選出された理事をもって構成する。 
２ 理事会は総会に次ぐ議決機関で、必要に応じて開催し、次の事を審議する。 
（１）本会の運営についての審議。 
（２）総会に提出する議案の審議。 
（３）活動計画の推進並びに実践の交流。 
（４）役員の選出。 
（５）その他、必要事項。 
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（役員） 
第８条 本会に次の役員をおく。 
（１）会長   １名 
（２）副会長 ２名 
（３）会計   １名 
（４）監査   ２名 

（役員の任務） 
第９条 役員の任務は、次のとおりとする。 
（１）会長は、会務を統括し、あわせて会議の議長となる 
（２）副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは会務を代行する。 
（３）会計は、本会の会計を処理する。 
（４）監査は、会計を監査する。 
（役員の任期） 
第１０条 役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。なお、役員

に異動が生じた時、後任者は前任者の残任期間とする。 
（顧問及び参与） 
第１１条 本会に、顧問・参与を置くことができる。 
２ 顧問・参与は、理事会で選出し、総会の承認を得る。 

 ３ 顧問・参与は、会長の諮問に応じる。 
（会議） 
第１２条 本会の会議は、会長が召集する。会議の議決は、出席者の過半数の

同意を得なければならない。しかし、会の性格上、可能な限り、全員一致で

議事を進めるように運営するものとする。 
（事務局） 
第１３条 本会の事務局は、河合町教育委員会生涯学習課におく。 
２ 事務局に、事務局長１名、事務局員若干名をおき、会長が委嘱するもの

とする。 
３ 事務局長、事務局員は、会務および事務を処理する。 
（経費） 
第１４条 本会の予算は、補助金・寄付金をもってあてる。 
（会計年度） 
第１５条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わ

るものとする。 
 

附則 
この規約は、昭和６１年５月２７日から適用する。 
平成１４年７月６日一部改正 
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世 界 人 権 宣 言 

採択 1948 年 12 月 10 日 

国際連合第 3回総会 

前  文 

人類社会のすべての構成員の固有の尊厳と平等で譲ることのできない権利と

を承認することは、世界における自由、正義及び平和の基礎であるので、 

 人権の無視及び軽侮が、人類の良心を踏みにじった野蛮行為をもたらし、言

論及び信仰の自由が受けられ、恐怖及び欠乏のない世界の到来が、一般の人々

の最高の願望として宣言されたので、 

 人間が専制と圧迫とに対する最後の手段として反逆に訴えることがないよう

にするためには、法の支配によって人権保護することが肝要であるので、 

 諸国間の友好関係の発展を促進することが、肝要であるので、 

 国際連合の諸国民は、国際連合憲章において、基本的人権、人間の尊厳及び

価値並びに男女の同権についての信念を再確認し、かつ、一層大きな自由のう

ちで社会的進歩と生活水準の向上とを促進することを決意したので、 

 加盟国は、国際連合と協力して、人権及び基本的自由の普遍的な尊重及び遵

守の促進を達成することを誓約したので、 

 これらの権利及び自由に対する共通の理解は、この誓約を完全にするために

もっとも重要であるので、 

 よって、ここに、国際連合総会は、 

 社会の各個人及び各機関が、この世界人権宣言を常に念頭に置きながら、加

盟国自身の人民の間にも、また、加盟国の管轄下にある地域の人民の間にも、

これらの権利と自由との尊重を指導及び教育によって促進すること並びにそれ

らの普遍的かつ効果的な承認と遵守とを国内的及び国際的な漸進的措置によっ

て確保することに努力するように、すべての人民とすべての国とが達成すべき

共通の基準として、この世界人権宣言を公布する。 
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